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２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１５年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 東京工業大学 学長名 伊賀健一 拠点番号 H０７ 

１．申請分野 
Ｆ<医学系> Ｇ<数学、物理学、地球科学> Ｈ< 機械、土木、建築、その他工学> Ｉ<社会科学> Ｊ<学際、複合、新領域> 

２．拠点のプログラム名称 

（英訳名） 

都市地震工学の展開と体系化 

(Evolution of Urban Earthquake Engineering)      

    研究分野及びキーワード <研究分野： 土木工学>(地震工学)(耐震構造)(地震防災)(防災計画)(設計論) 

３．専攻等名 
総合理工学研究科人間環境システム専攻、理工学研究科土木工学専攻、理工学研究科建築学専攻、理工学

研究科国際開発工学専攻、総合理工学研究科環境理工学創造専攻、情報理工学研究科情報環境学専攻 

４．事業推進担当者           計  20  名 

ふりがな<ローマ字> 

氏  名 所属部局(専攻等)・職名 
現在の専門 

学 位 

役割分担 

(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項)  
 

(拠点リーダー) 

OHMACHI TATSUO 
大町 達夫 
TOKIMATSU KOHJI 
時松 孝次 
KAWASHIMA KAZUHIKO 
川島 一彦 
KASAI KAZUHIKO 
笠井 和彦 
YAMADA SATOSHI 
山田  哲 
MIDORIKAWA SABUROH 
翠川 三郎 
YAMANAKA HIROAKI 
山中 浩明 
HOTTA HISATO 
堀田 久人 
MIKI CHITOSHI 
三木 千壽 
KUSAKABE OSAMU  
日下部 治 
HAYASHI SHIZUO 
林  静雄 
NIWA JUNICHIRO 
二羽淳一郎 
AOKI YOSHITSUGU 
青木 義次 
OSARAGI TOSHIHIRO 
大佛 俊泰 
OHNO RYUZO 
大野 隆造 
TAKIGUCHI KATSUKI  
瀧口 克己 
WADA AKIRA 
和田  章 
SEO KAZUOH 
瀬尾 和大 
MORIKAWA HITOSHI 
盛川  仁 
UEDA TAKAYUKI 
上田 孝行 
(平成17年4月1日辞退) 

 
 
総合理工学研究科 
人間環境システム専攻・教授 
理工学研究科 
建築学専攻・教授 
理工学研究科 
土木工学専攻・教授 
総合理工学研究科 
人間環境システム専攻・教授 
総合理工学研究科 
環境理工学創造専攻・准教授 
総合理工学研究科 
人間環境システム専攻・教授 
総合理工学研究科 
環境理工学創造専攻・准教授 
理工学研究科 
建築学専攻・准教授 
理工学研究科 
土木工学専攻・教授 
理工学研究科 
土木工学専攻・教授 
総合理工学研究科 
環境理工学創造専攻・教授 
理工学研究科 
土木工学専攻・教授 
理工学研究科 
建築学専攻・教授 
情報理工学研究科 
情報環境学専攻・准教授 
総合理工学研究科 
人間環境システム専攻・教授 
情報理工学研究科 
情報環境学専攻・教授 
総合理工学研究科 
環境理工学創造専攻・教授 
総合理工学研究科 
人間環境システム専攻・教授 
総合理工学研究科 
人間環境システム専攻・准教授 
理工学研究科 
国際開発工学専攻・助教授 

 

地震工学 

工学博士 

地盤地震工学 

工学博士 

耐震工学 

工学博士 

耐震工学 

Ph.D 

耐震工学 

博士（工学） 

地震工学 

工学博士 

工学地震学 

工学博士 

複合構造 

博士（工学） 

橋梁工学 

工学博士 

地盤工学 

Ph.D 

鉄筋コンクリート構造 

工学博士 

コンクリート工学 

工学博士 

防災都市計画 

工学博士 

防災都市計画 

博士（工学） 

環境心理学 

工学博士 

都市安全工学 

工学博士 

耐震工学 

工学博士 

地震工学 

工学博士 

地震工学 

博士（工学） 

土木計画学 

博士（工学） 

 

 

防災教育システム、統括 

（サブリーダー） 

リアルタイム地盤探査・高耐震基礎、環境整備 

  

スマート材料構造、国際連携 

  

インテリジェント制振・免震、国際連携 

 

スマート材料構造、広報 

 

リアルタイム地震情報システム、出版 

  

地震ハザードシミュレーション、若手育成 

  

地震被害シミュレーション、出版 

  

都市施設の健全性評価、産学連携 

  

地盤・地下空間の防災、教育システム 

 

耐震補強、企画調整 

  

低環境負荷耐震補強、企画調整 

 

延焼防止計画、防災教育講座 

 

広域避難計画、広報 

 

防災ユニバーサルデザイン、教育システム 

 

性能型設計戦略、若手育成 

 

損傷制御設計、産学連携 

 

地震リスク評価、留学生対応 

 

地震リスク評価、防災教育講座 

 

防災投資評価、留学生対応  

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ １ ９ 合   計 

交付金額(千円) 196,000 217,700 218,400 
220,000 

（22,000） 

220,000 

（22,000） 
1,072,100 
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６．拠点形成の目的 

本プログラムでは、我が国はもとより世界の

地震国の最大の懸案である「大都市の震災軽減

技術」の高度化を図り、安心で安全な都市を創

成する技術開発とこれを実践に移す研究教育

を推進することを目的とする。このため、無秩

序に発展し防災力の低下した都市を再生させ

るため、都市地震防災のための新たな学術の進

歩と新技術の開発を、以下の３分野に対して行

ない、その成果を「都市地震工学」として展開、

体系化し、世界最高水準の研究教育拠点「都市

地震工学センター」を形成する。 

(1)地震防災先端技術：安全な都市や社会を創

成するため、最先端技術、新材料、次世代IT情

報通信技術を活用し、高精度震災ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ技術、

ｽﾏｰﾄﾏﾃﾘｱﾙ構造、ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ制振・免震、ﾘｱﾙﾀｲﾑ

地盤探査、高耐震基礎、ﾘｱﾙﾀｲﾑ地震情報システ

ムの高度化と実用化を図る。 

(2)都市再生防災技術：老朽化、疲弊化して防

災力の乏しい過密都市を、経済性、環境、弱者

にも配慮し、安心で安全な都市に再生するため

の防災技術として、都市施設の健全性評価、地

盤・地下空間の防災、既存不適格構造物の耐震

補強技術、環境低負荷型耐震補強、延焼防止地

域計画、広域避難計画、災害弱者のための防災

ユニバーサルデザインの高度化と実用化を図

る。 

(3)都市防災技術戦略：人と環境に優しい防災

都市づくりのための基本構想と技術戦略とし

て、防災投資評価、地震リスク評価、性能型設

計戦略、損傷制御設計、防災教育システムの高

度化と実用化を図る。 

 本学の地震工学分野の教員は質・量ともに世

界トップクラスの実績があるが、大岡山、すず

かけ台両キャンパスの３研究科６専攻にまた

がって活動してきた。世界に誇れる研究を育て、

揺るぎないものにするという本学の将来構想

に沿い、この研究集団は、イノベーション研究

推進体（大都市震災のリスク軽減技術）に指定

され、学内の共同研究はもとより、多数の国際

会議、国際ワークショップなどの共同主催や国

際共同研究を通して、精力的な連携研究活動を

行っている。本プログラムにより、その研究教

育基盤をより強力に整備・統合させることで、

都市地震工学に関する国際的研究、連携はもと

より、教育に関しても世界最高水準の中核的拠

点を形成する。 

1995年阪神・淡路大震災や米国の1989年ロマ

プリエタ地震、1994年ノースリッジ地震により

近代都市が地震に対して極めて脆弱であるこ

とが改めて強く認識された。このように成熟化

した現代の大都市では、都市機能の過密化・高

度化、施設の老朽化・既存不適格化、住民の高

齢化が進み、内在する災害リスクは複雑化・深

刻化し、過去に経験のない規模や形態の災害が

危惧される。現在、我が国は地震活動期に入り、

都市直下地震や海溝型地震の切迫性も指摘さ

れている。大都市が内在する地震リスクを軽減

し、安全で快適な都市に再生させるため、革新

的技術開発とこれを統合して実践展開するこ

とが急務である。このような背景から、本プロ

グラムでは、国内外の研究機関、民間機関、行

政やNPOなどと積極的に連携して、都市地震工

学に関する研究とその実践展開を強力に推進

する。同時に、大学院博士後期課程に、海外連

携大学への留学研修や民間機関等へのオンジ

ョブトレーニングを組み込んだ特別コースを

設置し、社会人、発展途上国からの留学生をも

広く受け入れ、防災技術者として国際社会にお

いてリーダシップをとることのできる人材・知

材を育成する。 

 

７．研究実施計画 

（１）都市地震工学に関する研究の推進と「都

市地震工学センター」の創設 

 都市を構成する市民、都市施設、都市システ

ムの地震時災害を格段に軽減するため、(1)地

震防災先端技術、(2)都市再生防災技術、(3)都

市防災技術戦略を研究の３本柱として、ハード

面からソフト面までの広範囲な研究を以下の

具体的テーマを設けて推進する。 

(1) 地震防災先端技術（時松、川島、笠井、翠

川、堀田、山田、山中）：安全な都市や社会を

創成するための最先端技術として、高精度震災

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ技術、ｽﾏｰﾄﾏﾃﾘｱﾙ構造、ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄ制

振・免震構造、ﾘｱﾙﾀｲﾑ地盤探査、高耐震基礎、

ﾘｱﾙﾀｲﾑ地震情報ｼｽﾃﾑに関する開発と実用化に

関する研究。 

(2) 都市再生防災技術（三木、林、二羽、日下

部、青木、大佛、大野）：老朽化、疲弊化した
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都市・社会を再生化するための防災技術として、

都市施設の健全性評価、地盤と地下空間の総合

防災技術、既存不適格構造物の耐震補強技術、

環境低負荷型耐震補強技術、延焼防止地域計画、

広域避難計画、災害弱者のためﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ

に関する開発と実用化に関する研究。 

(3) 都市防災技術戦略（大町、瀧口、和田、瀬

尾、盛川、上田）：人と環境にやさしい防災都

市創成のための基本技術戦略として、地震ﾘｽｸ

評価、防災投資評価、性能型設計戦略、損傷制

御設計、防災教育ｼｽﾃﾑに関する開発と実用化に

関する研究。 

以上を新たに「都市地震工学」として学問的

体系化を図り、これまで世界に例を見ない「都

市地震工学センター」を我が国首都圏に創設し、

これを核として積極的に研究教育ならびに国

際交流を実施して、研究と人材教育の両面で国

際社会に貢献する。 

（２）研究教育環境施設の整備 

 研究拠点形成に参加する6専攻の研究教育環

境施設を有機的に結びつけ、研究教育効果を実

効あるものとするため、高性能動的実験システ

ム、緊急時対応評価システム、高速破壊現象計

測システム、地震時人間行動計測システムなど

の基盤研究設備や、大岡山と長津田の各研究室、

国内外の連携研究機関との間でインターネッ

ト会議やマルチメディア講義が可能な基盤IT

教育設備を導入することで、研究教育環境を整

備し、外部にも開かれた運営を行う。 

（３）博士課程特別コースの新設等による世界

をリードする若手防災研究者・専門家の養成 

以下の目的をもって、「教育実施計画」に記

載のような都市地震工学の特別コースを新設

する。 

① 外国人招聘教員を含む複数指導体制による

幅広い視野と柔軟な思考の育成。 

② 短期集中語学訓練による国際コミュニケー

ション能力の飛躍的向上。 

③ 国際会議、国際共同研究参加と海外拠点校

研修による国際的視野向上と若手の国際ﾈｯ

ﾄﾜｰｸ形成。 

④ 連携研究機関でのオンジョブトレーニング

による実践力の養成。 

⑤ 魅力ある研究教育施設と充実した英語教育

によるアジア、欧米からの優秀な留学生の

吸収。 

⑥ 都市地震工学シリーズ専門書の出版による

最新知識・技術の普及と伝承。 

⑦ 若手を早期に自立させて研究させるため、

若手教員、ポスドクや博士課程学生に対す

る、競争的自由裁量研究費の配分。 

（４）国際共同研究、国際貢献の推進 

「都市地震工学センター」では、欧米先進国の

先端研究機関との国際共同研究の実施、日米、

日欧間の国際シンポジウム等を企画・開催し、

若手研究者や大学院生を含めた国際交流を積

極的に行う。また、アジア圏に存在する巨大都

市、開発途上国の人口過密都市における地震防

災技術の向上のため、地震工学セミナーなどを

実施し、国際的に貢献する。地震防災技術を実

効あるものとするためには、国内外の行政機関

や研究機関との連携が不可欠であり、これらの

組織と一層の協調を図り、都市地震防災対策の

実践展開を推進する。 

（５）一般市民への防災教育の推進 

 研究拠点形成の中で得られた知見を、公開セ

ミナー、インターネット都市地震工学講座開設

などにより、広く開示し、一般市民への防災教

育を推進する。 

 

８．教育実施計画 

 (拠点を形成する際に実施される教育関係の

取り組み計画を将来的に見た研究人材等の創

出の見込みをも視野に入れて、具体的に記入し

て下さい。) 

 教育の視点からみた研究拠点形成の役割は、

（１）研究成果の創成と発信を担う研究者育成、

（２）都市防災工学成果を国際的に水平展開す

る高度専門技術者育成の２点にある。第一の役

割に対しては、極めて短期間に集中的に専門的

知識を習得し、早期に先端的研究に従事しうる

教育環境体制が要求され、第二の役割に対して

は博士課程後期を通じた講義、演習、オンジョ

ブトレーニングやインターンシップの適切で

広範な組み合わせが要求される。したがって、

本拠点の博士後期課程の教育は、学生の柔軟な

選択肢を確保しつつ、以下２つの都市地震工学

特別コースを設ける。 

（１）アカデミックコース：先端的かつ高度な

専門知識を持ち、世界の第一線で活躍できる研
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究者を育成する。 

（２）実践コース：スクーリング（授業と演習）

やオンジョブトレーニング、インターンシップ

の比重を高め、国際社会で即戦力となるエンジ

ニアを養成する。 

 アカデミックコースの入学者は、国内外の地

震工学、地震防災分野の博士課程前期（修士課

程）を修了し、十分な基礎的専門知識を有し、

研究者をめざす学生群を対象とし、実践コース

の入学者は、他分野を専攻してきた学生、帰国

後自国の発展に活躍する留学生、国際機関、国、

自治体や公共企業等の実務経験を有する社会

人をも積極的に視野に入れる。 

 アカデミックコースでは使用言語（講義、提

出学位論文、事務手続き等）を原則英語とし、

留学生担当教員２名を配置する。これによって

国外から優秀な人材（教員、学生）を一層吸引

し、本拠点教員が長年培ってきた国際的ネット

ワークのもとで効率的で実効性のあるコース

運営を可能とする。本拠点の中核となる教員に

よって昭和６３年度から開始された建設系の

国際大学院コースでは既に毎年２１の講義が

英語で提供されており、使用言語に関する教育

提供側の問題は皆無である。学生の英語力強化

のため後期課程一年次の前学期において語学

教育の専門家による集中的な語学訓練を導入

する。 

 ２コースでは、広い視野と柔軟な思考力、国

際コミュニケーション能力、独創的・萌芽的発

想力と実践力、研究・教育の基礎力を育てるた

め、以下の特色を持つ。 

アカデミックコース 

① 招聘教員を含めた複数指導教員制をとりい

れて、広い視野と柔軟な思考のもとに、先

端的、学際的研究を推進させる。 

② 国際会議への参加、海外拠点校との共同研

究への参画ならびにインターネットビデオ

会議を含む共同作業、３ヶ月以上の海外研

修を奨励する。 

③ RA、TAの積極的採用により、研究教育の基

礎を習得させる。 

④ 若手研究者のための競争的研究費を設け独

創的、萌芽的研究と早期自立の姿勢を奨励

する。 

⑤ 外部審査員による博士論文審査制度を導入

する。 

実践コース 

① 標準３カ年の後期課程の前半では、スクー

リングをより重視した教育を行う。 

② 国内外の行政機関、NPO、民間研究機関から

の連携客員教員との複数指導教員制により

実践的テーマを研究課題とする。 

③ これらの機関へのインターンシップによる

ｵﾝｼﾞｮﾌﾞﾄﾚｰﾆﾝｸﾞを奨励する。 

④ 本拠点で計画する一般市民への防災教育の

推進に直接的に参画させる。 

 なお上記２コースで用いる教材は本拠点の

教員が独自に作成し、専門書として出版する。 

 以上より、本拠点に国内外の人材を吸引し、

都市地震工学の学問体系の構築を推進する研

究者、教育者を育成して、地震防災に関する最

新の知識（理論と実践）と高い見識を有する人

材を国内外に輩出し、国際的視点から総合的か

つ効率的な都市震災軽減策の早期実現と着実

な継続を図る。 

 



 
 

様式２ 
【公表用】 

東京工業大学（Ｈ07）―5頁 

９．研究教育拠点形成活動実績 

①目的の達成状況 

1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体
の目的達成度 

本プログラムを推進するため、2003年9月1日

に学内に都市地震工学センターを設置し、研究、

教育、社会貢献を３本柱とする活動を行った。

研究面では、(1)地震防災先端技術、(2)都市再

生防災技術、(3)都市防災技術戦略、について、

国内外の研究機関とも連携しながら、最先端の

研究を進めた。例えば、高精度地震動・津波シ

ミュレーション技術や高耐震構造の開発、安価

で高性能な木造住宅の耐震補強法の開発、イン

ターネットによる防災教育システムの開発な

どの研究成果を得て、当初の目的を十分達成す

ることができた。 

教育については、３研究科を横断する都市地

震工学特別コースを開講した。英語プレゼンテ

ーションスキル、招聘外国人教員による地震工

学授業、インターンシップを含む総合的なカリ

キュラムにより、防災技術者として国際社会で

リーダシップをとれる人材の育成に努め、当初

の目的を十分達成することができた。また、イ

ンターネットにより海外の大学へ講義を配信

した。さらに、従来の知見に５年間の研究成果

を加え、都市地震工学の教科書の出版を企画し、

発刊を始めた。 

社会貢献では、市民向けの一般セミナーおよ

び技術者向けの地震工学談話会などを開催し、

成果の社会への発信に努めた。研究成果の一部

は行政による地震被害想定にも利用された。行

政やNPOが主催する防災行事にも積極的に協力

し、講師の派遣や展示などを行った。また、民

間企業と協力して開発した技術の製品化も進

め、当初の目的を達成することができた。 

外部評価を、アジアの研究者１名、北米の研

究者１名、南米の研究者１名により実施し、い

ずれの評価者からも非常に高い評価を得た。特

にアジアの研究者からは、先進国だけでなく途

上国とも国際的な連携を強めたことが高く評

価された。 

 

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

博士後期課程に３研究科５専攻横断型の「都

市地震工学特別コース」を設け、英語プレゼン

テーションスキルの講義を含めて、49科目（う

ち27科目英語）を開講し、招聘外国人教員によ

る地震工学授業、インターンシップを含む都市

地震工学に関する総合的な教育カリキュラム

を整備し、若手研究者の育成に努めた。 

太平洋地震工学センター（PEER）との共催WS、

米国３地震工学センターとの若手研究者WS、台

湾の国立中央大学との共催のシンポジウム、世

界地震工学会議などに、学生・若手研究者を積

極的に参加させ、論文発表や討議を行なわせた。 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

写真 2004年世界地震工学会議への派遣 

 

2004年スマトラ島沖地震、2006年ジャワ島中

部地震、2007年能登半島地震、2007年新潟県中

越沖地震など国内外の８地震の被害調査に学

生・若手研究者を延べ80名以上派遣した。これ

らの貴重な経験を通して、地震の脅威とその対

策の重要性を再確認させ、研究テーマの発掘や、

博士論文などの研究成果に繋げさせた。 

毎年開催した国際会議では、博士課程学生や

若手研究者に発表を課し、PD・助教レベルには、

国際会議の企画、連絡、運営などを担当または

分担させることで、責任感、リーダーシップを

持たせ、国内外の若手研究者ネットワークを作

り、拠点形成をより堅固なものとした。 

これらの施策に関わった学生・若手は、５年

間に学会等の奨励賞等６件、論文発表賞等28件

を受賞し、国内外の多機関（カリフォルニア大

学、Purdue大学、Minnesota大学、Oxford大学、

Dahka大学、エルサルバドル中央大学、台湾中

央大学、東京工業大学、神戸大学、千葉大学、

東京理科大学、東海大学、広島工業大学、電力

中央研究所、建築研究所など）で准教授、助教

授、助教、研究員などとして幅広く活躍してい

る。 
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3)研究活動面での新たな分野の創成や、学術的

知見等 

拠点形成計画で、地震に対して安全で安心な

都市を創成する地震工学を、新たに「都市地震

工学」として提唱し、研究を進めた。これは、

地震ハザードの評価から、都市施設の耐震性向

上、都市システムの防災までを網羅するもので

ある。 

これを踏まえ、従来から散逸していた関連分

野の知見と、５年間の研究成果をもとに、都市

地震工学分野の体系化をめざし、以下に示す３

部構成全８巻の教科書「シリーズ<都市地震工

学>」を企画し、執筆・編集作業を進め、順次

発刊している。 

第１部 地震ハザード       

第１巻 地震と地震動 

第２巻 地震ハザードの評価 

第２部 地震と都市施設 

第３巻 都市構造物の耐震性(1) 

第４巻 都市構造物の耐震性(2) 

第５巻 都市構造物の耐震補強技術 

第６巻 都市構造物の損傷低減技術 

第３部 地震と社会システム 

第７巻 地震と人間 

第８巻 都市震災マネジメント 

 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

 教育面では、事業推進担当者が協力して、複

数の教員による地震津波防災に関する授業を

始め、多数の英語授業を開講するなど、教育カ

リキュラムの充実を図り、複数指導教員による

多面的な論文指導なども行った。 

研究面では、研究の成果を発信し、国際交流

を推進するため、事業推進担当者がそれぞれ役

割分担をしながら、国際会議を平成15年度より

毎年3月に2日間にわたり東京ないし横浜にお

いて都市地震工学国際会議を開催した。この国

際会議においては国内外から関連分野の著名

な研究者・実務者を招聘し、150～310名の参加

者を得て、論文発表と討議を行った。 

社会貢献面では、成果を社会へ発信するため 

 

写真 第5回都市地震工学国際会議の参加者 

 

に，事業推進担当者が分担して都市地震工学に

関する様々な問題について市民向けの一般セ

ミナーを13回開催し、また、技術者向けにも地

震工学談話会を20回開催し、それぞれ合計で

1000名程度の参加者を得た。 

 

5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

過去５年間に、事業推進担当者・協力者が行

った地震工学関連の国際共同研究等は、北中南

米ではカリフォルニア大学バークレイ校４件

を含む18件、ヨーロッパ６件、アジア９件、オ

セアニア１件の34件で、先進国との先端共同研

究と開発途上国への展開共同研究がバランス

よく行われた。 

都市地震工学国際会議への参加を中心に、当

該分野における海外の著名な研究者や若手研

究者を毎年20名程度、期間全体で100名程度短

期招聘し、基調講演・特別講演を依頼した。さ

らに比較的長期間の滞在が可能な海外著名研

究者に対しては、特任教授の称号を付与し、学

生への講義、学内外の参加者を対象とした特別

講演、特別講義を実施した。 

 

 

 

 

写真がはいります 

 

 

 

 

写真 招聘外国人教授による特別授業 
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東工大２キャンパス、タイのチュラロンコン

大学、台湾の国立中央大学をインターネットで

結び双方向型の授業同時配信を行ない、大きな

教育効果を得た。以上のように、教育研究の面

から本学の国際競争力の向上に努めた。その結

果、留学生の志願者も増加している。 

 

6)国内外に向けた情報発信 

都市地震工学国際会議を毎年３月に開催し、

その成果を毎年500頁を超える英文学術論文集

として刊行している他、本拠点ホームページか

らダウンロードできるようにすることで、その

成果を国際的に広く発信した。また、都市地震

工学に関する教科書の出版も開始した。 

スマトラ島沖地震、ジャワ島中部地震、能登

半島地震、新潟県中越沖地震等、過去5年間に

発生した８地震の被災地に調査チームを派遣

し、現地研究機関と連携して、地震発生のメカ

ニズムや被害の状況調査、災害マネジメントや

被災後修復技術の必要性など新たな問題の抽

出を行い、その成果を国内外に発表した。 

 

7)拠点形成費等補助金の使途について（拠点形
成のため効果的に使用されたか） 

(1)博士課程学生・若手研究者の経済的支援： 

年間13名程度、期間全体で66名の博士課程学生

をRAに採用して経済的に支援した。また、年間

7名程度、期間全体で33名の博士課程修了者を

PDに採用し、自由な環境の下で研究を行わせる

ことで、早期自立を支援した。さらに、学生・

若手研究者が提出した研究計画を審査し、研究

費を傾斜配分して、独創性、発想力、研究遂行

能力等の育成を図った 

 (2)海外長期研修、海外短期研修： 博士課程

学生に3ヶ月程度、外国の大学に滞在し、研修

を行うことを奨励し、その支援を実施した。ま

た、短期研修として博士課程学生を海外の国際

会議に派遣し、論文発表や討議を行うことも積

極的に支援した。この制度により年間10名以上、

期間全体で60名以上の博士課程学生、若手研究

者が海外研修を行った。 

(3)教育・研究施設の整備・充実： 高性能動

的実験システム、緊急時対応評価システム、高

速破壊現象計測システム、地震時人間行動計測

システムなどの基盤研究設備や、大岡山と長津

田の各研究室、国内外の連携研究機関との間で

インターネット会議やマルチメディア講義が

可能な基盤IT教育設備などを導入し、研究教育

施設を整備充実させた。重点施設の一つとして、

すずかけ台キャンパスの20階建て超高層免震

構造物を中心に、構造物および周辺地盤の地震

時挙動の観測網を構築した。これらの施設や設

備は新しい耐震技術の開発や検証、教育の質的

向上に有効に使用されている。 

 

②今後の展望 

以上のように、各事業担当者の都市地震工学

に関する研究、米国、欧州、アジア圏との国際

共同研究、毎年開催した国際会議、博士課程学

生・若手研究者を含めた国際交流等、教育研究

の成果が期待通り着実にあがってきている。本

プログラムによる「都市地震工学センター」を

教育研究国際拠点として今後さらに充実させ

ることで、教育、研究、国際貢献をさらに推進

し、グローバル化する震災メガリスクの軽減に

貢献できる基盤が構築された。 

 

③その他（世界的な研究教育拠点の形成が学内
外に与えた影響度） 

21世紀COE事業推進担当者・協力者のレフリ

ー付き論文数は年間150編（約７編／人）、国

際会議論文数は年間100編（約５編／人）。過

去５年間の学会賞等受賞数は38件、うち論文賞

20件、技術賞等７件、奨励賞２件、国際貢献賞

１件である。これらには、国際的論文賞３件 

IJPMG Schofield Award; Thomas A. 

Middlebrooks Award, ASCE; Tsuboi Awards 2005, 

Int. Assoc. of Shell and Spatial Structures

が含まれている。 

また、東工大土木建築棟の耐震改修では、学

内教員のコラボレーションで、環境・デザイン

にも配慮した提案が具現化し、平成18年度第1

回日本構造デザイン賞、平成19年度グッドデザ

イン金賞(経済産業大臣賞)等の受賞に繋がった。

これらの研究実績は、５年前の21世紀COE申請

時に比べ、査読論文数で約1.5倍、国際会議論

文数で約２倍、受賞数で約３倍に増加しており、

拠点形成の成果が確実に得られたことを示し

ている。 
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者

（３名程度）） 

１．開催時期： ２００４年３月８日（月）・９日（火） 

  場所：   東京工業大学すずかけ台キャンパス 

  会議の名称： First International Conference on Urban Earthquake Engineering 

  参加人数：  ２６７名（うち外国人参加者数４１名） 

  主な招待講演者： ・Jack P. Moehle 教授（アメリカ）UCバークレー校教授 太平洋地震工学研究所所長 

・Michel Bruneau 教授（アメリカ）ニューヨーク州立大学バッファロー校教授 MCEER所長

・Fayaz R. Rofooei 教授 (イラン）シャリフ工科大学 

・KC Tsai 教授（台湾）台湾国立大学教授 台湾地震工学研究所所長 

 

２．開催時期： ２００５年３月７日（月）・８日（火） 

  場所：   東京工業大学大岡山キャンパス 

  会議の名称： Second International Conference on Urban Earthquake Engineering 

  参加人数：  １５０名（うち外国人参加数３２名） 

  主な招待講演者： ・Helmut Krawinkler 教授（アメリカ）スタンフォード大学教授 

・Badaoui Rouhban 博士 (フランス) ユネスコ防災対策部門長 

・George Gazetas 教授 (ギリシャ) 国立アテネ工科大学教授 

 

３．開催時期： ２００６年３月６日（月）・７日（火） 

  場所：   東京工業大学すずかけ台キャンパス 

  会議の名称： Third International Conference on Urban Earthquake Engineering 

  参加人数：  ３１０名（うち外国人参加者８２名） 

  主な招待講演者： ・Luis Esteva 教授 (メキシコ) 世界地震工学会議前会長 メキシコ国立自治大学名誉教授 

・Benson Shing 教授（アメリカ）UCサンディエゴ校教授 

・今村 文彦 教授 東北大学災害制御研究センター教授 

 

４．開催時期： ２００７年３月５日（月）・６日（火） 

  場所：   東京工業大学大岡山キャンパス 

  会議の名称： Fourth International Conference on Urban Earthquake Engineering 

    参加人数：  ２６６名（うち外国人参加者８８名） 

  主な招待講演者： ・Atilla Ansal 教授（トルコ）ボガジチ大学教授 

・室崎 益輝 博士  総務省消防庁消防研究センター長 

・Tom O’Rourke 教授（アメリカ）コーネル大学教授 

 

５．開催時期： ２００８年３月４日（火）・５日（水） 

  場所：   コクヨホール（品川） 

  会議の名称： Fifth International Conference on Urban Earthquake Engineering 

  参加人数：   ３１０名（うち外国人参加者９５名） 

  主な招待講演者： ・Gregory L. Fenves 教授（アメリカ）UC バークレー校教授 

・入倉 孝次郎 教授  京都大学名誉教授 

・Peter Yanev 博士 (アメリカ) UCバークレー校・マサチューセッツ工科大諮問委員 

 

その他、第１回都市地震工学シンポジウム（２００３年１０月２０日・２４０名）、第２回都市地震工学シンポジウム

（２００４年１１月１９日・６１名）、米国ＰＥＥＲ共催ワークショップ（２００５年３月１６－１８日）、若手セミ

ナー（２００４年１０月６日、２００５年３月９日）、一般向け都市地震防災セミナー全１３回、専門家向け談話会全

１６回、東工大－台湾国立中央大学合同シンポジウム（２００５年９月２５－２８日、２００６年９月２５－２８日、

２００７年９月２６－２７日）、東工大－京都大－台湾国立中央大学学生ジョイントセミナー（２００６年３月１－３

日、２００７年２月２６－２８日、２００７年７月１７－１８日、２００８年３月１０－１３日）、東工大－米国３大

地震工学センター－台湾国立中央大学若手国際交流ワークショップ（２００７年７月２３日）などを開催した。 
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２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 

 

 ２１世紀COEプログラム「都市地震工学の展開と体系化」では、世界で活躍出来る防災専門家の育成を基本方針に、

博士課程学生を含めた若手研究者の育成・支援に関して、下記のような事業を行ってきた。 

(1)都市地震工学特別コースの設置：博士後期課程に専攻横断型の「都市地震工学特別コース」を設け、国際コミュニ

ケーション能力を向上させる英語プレゼンテーションスキルの講義（Advanced Technical Communication Skills 1,2）

を含めて、49科目（うち27科目英語）を開講し、都市地震工学に関する教育カリキュラムを整備、若手研究者の育成に

努めた。 

(2)外国人招聘教員による教育指導体制：チリ カトリカ大学からErnesto Cruz教授（平成16年1～4月）、米国カリフォ

ルニア大学バークレー校からJoseph Penzien教授 (平成16年4～5月)、米国ジョンスホプキンス大学からTakeru Igusa

教授 (平成17年4～8月)を招聘し、集中講義を行った。また、ケンブリッジ大学 Malcolm  Bolton教授、世界地震工学

会議前会長 Luis Esteva教授ら、著名な地震工学研究者を招いての特別授業を計１０回行うなど、専任教員との連携指

導とも合わせ、若手研究者のさらなる幅広い視野および柔軟な思考を促す機会を数多く提供した。 

 (3)博士課程学生および若手研究者支援：優秀な博士課程在籍者をRAに採用して経済的に支援し、RAが責任を持って研

究を実施し、その成果を発表することにより、博士課程学生の主体性、独創性等の向上を図っている。この制度により

年間13名程度、期間全体で66名の博士課程在籍者をRAに採用した。また、博士課程修了者をPDに採用し、自由な環境の

下で研究を行わせることで、早期自立を支援した。この制度により年間7名程度、期間全体で33名の博士課程修了者を

研究員に採用した。また、学生、若手研究者が提出した研究計画を審査し、研究費を傾斜配分して、主体的に研究活動

を行わせることで、研究者に必須な、独創性、発想力、研究遂行能力等の育成を図った。なお、これらの選抜にあたっ

ては、ＨＰなどによる公募を行い、日本学術振興会特別研究員の申請と同様の様式による申請書の提出と書類審査なら

びに面接を行って、採否ならびに支援額を決定した。また、次年度以降の継続に関しては、研究成果を年度末に提出さ

せて、継続の可否と支援額を決定した。 

(4)海外連携機関とのワークショップ、若手研究者セミナー、都市地震工学国際会議への参加・参画：毎年３月に東工

大で開催する都市地震工学国際会議、太平洋地震工学研究所（PEER）との共催WS、米国３地震工学センターとの若手研

究者WS、台湾の国立中央大学との共催のシンポジウム、国立中央大学、京都大学、東工大の３大学間による学生ジョイ

ントセミナーなどに、学生・若手研究者を積極的に参加させ、論文発表や討議を行なわせた。 特に、毎年１回の国際

会議では、経済的支援や研究費配分を行っている学生・若手研究者に発表を課し、援助に見合った成果と国際交流への

積極的参画が期待される環境を創出した。また、PD・助教レベルには、国際会議の企画、連絡、運営などを担当または

分担させることで、責任感、リーダーシップを持たせることができ、国内外の若手研究者ネットワーク作りにも役立っ

た。 

 (5)海外長期研修、海外短期研修：博士課程の学生に3ヶ月程度、外国の大学に滞在し、研修を行うことを奨励し、そ

の支援を実施している。また、短期研修として博士課程学生を海外の国際会議に派遣し、論文発表や討議を行うことも

積極的に支援している。この制度により年間10名以上、期間全体で60名以上の博士課程学生、若手研究者が海外研修を

行っている。なお、これらの選抜にあたっては、随時ＨＰなどによる公募を行い、申請書の提出と書類審査を行って、

採否ならびに支援額を決定した。 

(6)地震被害調査への派遣：スマトラ島沖地震、ジャワ島中部地震、能登半島地震、新潟県中越沖地震等、過去5年間に

発生した８地震の被害調査に学生・若手研究者を延べ80名以上派遣した。これらの被害調査や地震動観測等の貴重な経

験を通して、地震の脅威とその対策の重要性を再確認させるとともに、一部学生には、その中から研究テーマを見いだ

させ、博士論文などの研究成果に繋げさせた。 

(7)インターネットを利用した大学院講義の配信：平成18年度および19年度には、東工大２キャンパス、タイのチュラ

ロンコン大学、台湾の国立中央大学をインターネットで結び双方向型の授業‘Earthquake and Tsunami Disaster 

Reduction’の同時配信を全８回にわたり行った。スマトラ沖大地震津波を契機とした現地専門家の育成を目指すこの

取り組みは、相互の情報交換・理解の場となり、双方に大きな教育効果をもたらした。 

  

５年間に以上の施策に関わった若手は、学会等の奨励賞等６件、論文発表賞等28件を受賞し、国内外の多機関（カリフ

ォルニア大学、Purdue大学、Minnesota大学、Oxford大学、Dahka大学、エルサルバドル中央大学、台湾中央大学、東京

工業大学、神戸大学、千葉大学、東京理科大学、東海大学、広島工業大学、電力中央研究所、建築研究所など）で准教

授、助教授、助教、研究員などとして幅広く活躍している。以上の通り、わが国の学生・若手研究者に対しては、国際

会議、留学、海外研修への積極的な参加支援や海外インターンシップ等を通して、国際的に活躍できる人材の育成が進

んできたものと思われる。 
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２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果 

 

（総括評価） 

 設定された目的は十分達成された 

（コメント） 

研究及び教育の両面においてＣＯＥ設定の目標は十分達成された。 

人材育成面においては、一連の研究成果をもとに教科書「シリーズ＜都市地震工学＞」

を順次発行しており、評価できる。また、博士課程入学者、博士授与数がやや少ないもの

の、国際会議や市民セミナーを通じ若手研究者の育成を行ったことは評価できる。しかし

ながら、本ＣＯＥが教育面において世界の中心的機関に発展するためには、英語教材の充

実およびインターネットを利用した大学講義の発信などにもさらに力点を置いていく必要

があると考えられる。 

研究活動面については、都市地震工学センターが機能し、活発な研究が行われ、多くの

学術論文が発表された。また、国際会議や市民向けセミナー、技術者向け地震工学談話会

などによって、研究成果の国内外への発信が十分に実施され、都市地震工学の発展と体系

化のための世界をリードするＣＯＥが形成されたと考えられ、評価できる。しかしながら、

都市地震工学という分野の創生を目指しているものの、いまだ従来からの一般的な地震工

学分野の技術と知見を都市に限定して応用・発展を進めているように見受けられる。都市

の規模と特性に応じた地震災害軽減のための基本戦略、制度設計などのソフト面での研究

や、政府などへの政策提言に結び付くような研究が不足していると考えられ、今後の更な

る展開を期待したい。 

本プログラムによる「都市地震工学センター」を教育研究国際拠点として今後さらに充

実させる計画であり、このことにより、グローバル化する地震災害軽減のための世界的基

盤が構築されるものと期待する。 
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